資料２

地域自殺対策緊急強化基金を活用した自殺未遂者支援





③ガイドラインに基づく支援











★精神科治療を要する場合


(1)精神科未受診ケース


　①地域精神科受診促進


　②事業実施病院受診（入院）　など


 (2)精神科受診ケース


　①かかりつけ医との連携


　②事業実施病院受診（入院）　など


　





・診療（精神科）


・危機介入面接、情報収集、アセスメント


・本人、家族等への心理教育、相談支援


・社会資源の活用、専門相談機関へのつなぎ


・かかりつけ医及び精神科受診の促進








（１）兵庫県


○事業概要：・救急病院に搬送された自殺未遂者の再度の自殺を防止


　　　　　　・うつ的傾向の強い患者に対して退院後の生活支援


○事業対象：・精神科主治医がおらず、精神科への受診が必要と思われるもの


　　　　　　・自殺再企図の恐れがある者


　　　　　　・退院後、精神科的に継続的な支援が必要と思われるもの　など


　　　　　　　＊主治医がいる場合は、入院先から精神科主治医へつなぐ


○事業の流れ


　＜自殺対策調整員（精神保健福祉士）の派遣＞


　　①救急救命センターから派遣要請


　　②相談支援ために派遣。本人・家族に面接。生活支援の紹介など、本人に寄り添った支援を実施


　＜登録医師（精神科医　2名）の派遣＞


　　①こころのケアセンター＊に精神科医の派遣要請


　　②精神科医は本人に面接。


　　　・せん妄、興奮状態への治療のほか、精神科専門医療へのつなぎ


＊研究や研修、相談・診療等「こころのケア」に関する多様な機能を有する全国初の拠点施設


○対象病院：三次救急（精神科無）　対象病院数１


○派遣回数：医師　２９回、精神保健福祉士　１０回（H２２年度）


○課　　題：・自殺企図者には、精神科受診中のものが多く、外傷処置後、精神科病院への転院となる場


　　　　　　合が多く、PSWが関与できるケースが少ない。


　　　　　　・精神科医要請のニーズは、治療行為に期待するところが大きい。





地域自殺対策緊急強化基金事業

















（２）横浜市


○事業概要：・救急病院に搬送された自殺未遂者の再度の自殺を防止


　　　　　　・主治医のいない自殺未遂者を地域の精神科に繋げる


○事業対象：・精神科主治医がおらず、精神科への受診意思があるもの


　　　　　　　＊主治医がいる場合は、主治医の診察を受けるよう指示


○事業の流れ：①搬送後、精神科の対応の必要性の判断


　　　　　　　②精神科診療所医療スタッフ（医師、看護師、心理士など）を派遣


　　　　　　　③精神科医の往診、相談支援等を行う


○対象病院：二次救急（精神科無）　対象病院数１


○課題：手段として多いのは過量服薬であることから、ケースに主治医が存在→派遣件数





★地域の社会資源の紹介


(1)保健所


(2)福祉事務所


(3)民間支援団体


(4)その他





　◇相談につながったかの確認





②往診


心理教育教材の活用


ケースマネジメント








精神科医　精神保健福祉士


　　臨床心理士によるチーム支援








（１）事業概要


①二次救急医療機関に搬送される自殺未遂者対する診療及び本人、家族等に対するケースマネージメント


②事業報告書の作成


（２）対象地域


支援チームの医療機関の医療圏域等。 ただし、精神科標榜の医療機関及び大学病院は除く。


（３）支援対象者


①自殺未遂事案、②精神科の治療が必要と判断されたケースのうち、本人の了解が得られたケース。　


ただし、即日退院のケースは除く。　


（４）体制


　精神科医　精神保健福祉士　臨床心理士によるチーム支援





①二次救急医療機関から連絡





他県における取組例








二次救急医療機関





救急搬送





自殺未遂事案の発生











